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国際地域学部のカリキュラム編成の特色
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多 分 野 に わ たる 専攻 領 域科 目 の 構成
冷戦終結後の世界においては、経済面を主導力として国境を超えた相互交流、相互依存関係が急
速かつ広範囲に進行している。このような国際化の流れを背景に、大小さまざまな国内外の地域は
固有の資源を利用して経済社会の発展、生活水準の向上を最大限実現しようと努力している。こう
した地域を発展させるための意図的な活動を以下「地域づくり」と呼ぶこととするが、国際地域学
部（FacultyofRegionalDevelopmentStudies ）は、教育面ではこれを実務的に担当する人材の専
門的能力を養成し、研究面ではその基礎となる知識と経験を集積して新しい知見と手法を創り出そ
うとしている。
戦略性と総合性を持った「地域づくり」の専門能力を養成するためには、実際の業務に基礎を置
きながら既存の関係分野の技法、知識、経験を集めて取捨選択、集成することが必要である。この
ことを反映して、下表のように、国際地域学部は専攻領域に多分野にわたる科目を用意していると
ころに第一の特色がある。
表 国際地域学部の専攻領域教育科目
分 野 分 類 科目数 うち必修科目17および基礎科目（選択必修科目）8
国際科学・国際政策 7 世界社会の構造と機能I 国際関係論
情報科学・科学技術 7 情報と技術の科学 統計学 科学技術と社会 人材育成論
・経 済学・ 経 済政策 16 臨 済。理論と政策 国際経済学 公共経済学 競争政策論
社 会 基 盤 整 備 16 社会基盤整備論 国土計画
環境保全・資源利用 16 地球環境論 環境管理適正技術論 エネルギー資源・環境管理 水資源管理
国際環境計画入門
都市政策・生活政策 H
産 業 振 興 13
地域科学・地域政策 10 地域科学概論 アジア地域社会論 地域計画 国際地域論
応 用 実 践 科 目 4 演習1 演習II 演習Ill 卒業論文
八 計 100
（注）2 以上の分野に分類できる科目は最も適当と思われる1 つの分野に入れた。
東゛ 洋大 学国 際地域 学 部；FacultyofRegionalDevelopmentStudies,ToyoUniversity
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科 目 と専 門 能力 の 選択 の 自由 度 が高 い こ と
国際地域学部の専攻領域の教育では、まず前表右の必修科目（17科目44単位）および基礎科目（4
科目8 単位を選択必修）の履修によって地域づくりの専門能力の最低基準を養成することとしてい
る。次に、それ以外の75 の選択科目の中から、各学生の興味や適性、将来の進路に応じて適当な科
目を選んで履修し、地域づくり専門能力をそれぞれの方向に拡大出来るようにしている。
この選択は自由かつ個性的に行われることが望ましいが、いくつかの選択の考え方を例示してみ
よう。まず、地域づくりの中で比較的関心の高いいくつかの分野の選択科目を示すと、次のとおり
である。そこで、これらのいずれか一分野に特化して相当数の科目を選択し、地域づくりの中での
専門性を高めることが考えられる。
「経済学・経済政策」分野
日本経済論、経済政策論、経済発展論、地域経済論、経済統計学、国際経済論、国際地域経済、
経済計画、福祉経済論、市場経済移行論、アジア経済論、流通経済論
「社会基盤整備」分野
公共事業論、公共投資計画、安全管理と安全文化、地域防災計画、災害と防災、第3 セクター論、
住宅・工業団地計画、公共広場計画、プロジェクトマネジメント論、国際調達概論、プロジェク
ト評価、ウォーターフロントマネジメント、国際旅客・貨物流通システム、総合交通システム
「環境保全・資源利用」分野
環境衛生、国際エネルギー資源論、人口論、環境アセスメント論、原子力利用と管理、自然保護
論、資源リサイクル、都市環境計画、環境政策論、資源管理計画、生活環境計画
「産業振興」分野
国際企業立地、日本産業論、観光資源論、観光政策論、リゾート総論、農業地域開発計画論、産
業政策論、産業立地論、サービス産業論、リゾート開発論、観光経済分析、文化遺産地域振興論、
商品開発論
つぎに、これと対照的な考え方は、地域づくりの総合性を重視して、
それぞれの選択科目から数科目づつをバランス良く選ぶ方法である。
これらを含めた前表8 分野
さらに、特定テーマに沿った科目選択が考えられる。例えば、発展途上国に対する環境保全協力
の必要性が最近高まっていることに着目して、「国際科学・国際政策」分野の国際経済協力、国際協
力論、「環境保全・資源利用」分野の自然保護論、環境政策論、「産業振興」分野の農村地域開発計
画論、産業政策論、産業立地論などの科目を組み合わせた選択の方法である。
さらに、国際地域学部の卒業用件は、専攻領域の選択科目と開放領域科目（基礎科目、共通総合
領域科目のうち卒業要件として履修していない科目）を合わせて44単位とされているので、専攻領
域の選択科目をまったく履修せず、代わりに開放領域科目のみを履修することが出来る。その場合
には、卒業者の専門分野は地域づくりの最低基準に一般教養的教育、外国語教育などが加わった教
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養性の高いものとなる。
このように、多分野にわたる科目構成に起因して、専門能力の選択の自由度が高いことが第二の
特色になっている。
外 国 人留 学 生 の ため 日本 語 お よ び 日本 事 情の 教育 に 力 点
定員150名中外国人留学生が45名と定められ、多数のアジア人留学生が日本語によって授業を受け
るため、その前提条件となる日本語および日本事情の教育に力点が置かれているところに第三の特
色がある。
日本語は1 年次4 単位、2、3年次にそれぞれ2 単位づつの合計8 単位が必修とされている。また、4
年次にも2 単位の選択科目が用意されている。現在の1 年生にたいしては、能力別の2 クラス編成
で授業を行っている。これらのほか、入学時に日本語能力が日本語能力試験1 級相当の水準に達し
ていない者に対して、春学期1 セメスターの間、週9 時限（各90分）の日本語集中コースを設けて
いる。このコースの教育を受けている間は、日本語能力によって差はあるが一般科目の履修は制限
を受ける。 また、このコース自体に履修単位はない。
日本事情は一般教育的教養科目の人文、社会、自然情報の各分野にそれぞれ2 科目4 単位づつ設
けられている。留学生は、これらと自然情報分野の他の2 科目4 単位を合わせて、一般教養的教育
科目の卒業要件である16単位とすることが出来る。
一 般 学生 に対 す る外 国語 教育 に工 夫
国際化、グローバリゼーションの進行する世界の中で地域づくりを担当するためには、まず国際
用語として普及度の高い英語の使用に習熟することが不可欠である。このため、英語は1 年次4 単
位、2、3 年次それぞれ2 単位の必修科目としているほか、3 年次には2 単位の選択科目を置いてい
る。現在、3 段階の能力別クラス編成にしている。
つぎに、近年経済発展の著しいアジアの主要言語にも通じる必要があるため、選択科目の第2 外
国語として中国語、朝鮮語、マレー・インドネシア語、タイ語を置いている。これに仏語、独語、
英語を加えた7 外国語から4 単位の選択履修を卒業要件としている。
英語をはじめとする外国語に通じることは国際的相互理解の第一歩である。そこから「十分な相
互理解」に到達するまでの距離は長いであろうが、さらに国際的「相互信頼」に到達するまでの距
離ははるかに長いものと考えられる。しかし、地域づくりの業務は地域関係者の「信頼」を得ては
じめて実行可能となる性質のものであり、そこでは相互信頼が不可欠なものである。このため、国
際化の中での地域づくりにとっては、「信頼形成のための外国語」といったものが望まれている。
科 目の テ ーマ特 殊性 が高 い こ と
専攻領域の選択科目を中心に、テーマ特殊性の高い科目の多いことが第五の特色である。例えば、
公共投資計画、国際技術移転、地域防災計画、国際農業開発協力論、国際リビング事情、第3 セク
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ター論、住宅・工業団地計画、国際地域調整論、遠隔高等教育、文化遺産地域振興論、ウォーター
フロントマネジメント、プロジェクト評価などである。
その要因としては、①担当教員の実務経験を重視した科目設定をしたこと、②履修者の選好によ
り良く適合するよう科目設定をしたこと、③セメスクー制（半年履修完結制）の採用により4 単位I
科目より2 単位2 科目のほうが適当なものが多くなったこと、などをあげることが出来る。
なお、これは多彩な科目構成や既に述べた専門能力選択の自由度の高さの一因になっている。
その 他 の特 色
学部発足後の経験からみると、セメスター制（半期履修完結性）の採用は予想以上に大きな影響
を与えている。特に、専攻領域必修科目は同一科目が年2 回開講されるため、教育にとっては教育
方法や教育内容の修正の機会が、また、学年にとっては単位履修の機会が、それぞれ半年毎に与え
られる利点がある。
共通総合領域の一般教養的教育科目の中に総合I 、総合II、総合Ill、総合Ⅳ（各2 単位）を開講
し、専攻領域科目の担当教員がそれぞれ総合的な視点から教育を行っている。また、演習は演習I 、
演習H 、演習ni（各2 単位）として1 年次から始める一方、4 年次には卒業論文（4 単位）を履修す
ることとしている。
リカ レ ン ト教育 に適 し た 大学 院 設置 の将 来 構 想
国際地域学部の4 年間の教育内容は、地域づくりについての①見方、考え方、②基礎知識、③基
本的な方法論に重点が置かれるので、それに卒業後の経験が加わることによって初めて実用の域に
達すると考えられる。国際地域学部の教育はかなりの程度実践的ではあるが、一定期間実際の地域
づくり業務に従事することが専門家になるためには不可欠である。
また、そうした経験を経た後であれば、大学院の修士課程ないしは博士課程の教育は水準の高い
地域づくり専門家の養成にとって有効なものとなろう。さらに、十分な実際経験の裏付けをもって
博士後研究を行うことは、水準の高い専門家をつくるとともに、国際地域学を発展させるうえで効
果的になるものと考えられる。したがって、地域づくり従事者が実際の業務との間を往復したり、
あるいは職場と双方に在籍する形で、大学院と研究所を設けることが有望である。前者の場合には、
リカレント教育の典型的なものとなろう。どのような形態であれ、実務との濃密な連携がこの分野
の人材養成と学術振興に欠かせない。
